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八代市本庁舎総合管理業務委託公募型プロポーザル 募集要領 

 

1. 業務目的 

 本事業は、八代市本庁舎及び敷地（以下「本庁舎等」という。）の統括管理業

務・常駐施設管理業務・施設保守点検業務・施設警備業務・総合案内業務・清掃

業務・植栽管理業務を総合的に委託することにより、民間事業者のノウハウを活

用し、管理業務の質の向上・事務コスト削減を図ることを目的としている。 

 本業務を民間事業者の優れたノウハウを活かしたものとするため、また本庁舎

等を適切かつ良好に維持管理する能力及び技術力を有する事業者を選定するた

め、公募型プロポーザルを実施する。 

 

2. 業務概要 

(1) 業務名 

八代市本庁舎総合管理業務委託 

(2) 業務内容 

別紙「八代市本庁舎総合管理業務委託仕様書」のとおり 

(3) 業務履行期間 

令和６年１１月１日から令和９年１０月３１日まで（３６月） 

(4) 事業費限度額 

 本業務の事業費限度額は、上限１１，６１４，２７１円（月額）とする（消

費税及び地方消費税の額を含まない。）。 

(5) 契約方法 

契約方法は、月額契約とする。この契約は、地方自治法（昭和 22年法律第 67

号）第 234条の 3に規定する長期継続契約であるため、本契約締結日の属する

年度の翌年度以降において、委託者の予算の増減額又は削除があったときは、

契約を変更又は解除することができる。 

3. 委託事業者選定方法 

 「八代市本庁舎総合管理業務委託公募型プロポーザル選定委員会（以下「選定

委員会」という。）において、本公募型プロポーザルに参加を認められた者から提

出された企画提案書等及びプレゼンテーションの内容を審査し、契約候補者を選

定する。 

 

4. 業務に関する基本的事項 

(1) 参加資格要件 

本公募型プロポーザルに参加することができる者は、複数の事業者により構成

される共同企業体（ＪＶ）とし、次の全ての要件を満たすこと。 

① 構成員全てが、地方自治法施行令（昭和 22年政令第 16号）第 167条の４の規

定に該当しないこと。 

② 構成員全てが、本市の令和６・７年度競争入札参加資格「物品・役務等」を有

する者であること。 
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③ 構成員全てが、本市の令和６・７年度競争入札参加資格「物品・役務等」を有

する他の本公募型プロポーザル参加者と資本関係・人的関係がないこと（構成

員間に存する関係を除く。）。 

④ 構成員全てが、公告日から契約締結の日までの間において、本市から指名停止

又は指名回避の措置を受けている期間が存在しないこと。 

⑤ 構成員全てが、破産法（平成 16年法律第 75号）第 18条第１項若しくは第 19

条第１項若しくは第２項の規定に基づく破産手続開始の申立て、民事再生法

（平成 11年法律第 225号）第 21条の規定に基づく再生手続開始の申立て又は

会社更生法（平成 14年法律第 154号）第 17条の規定に基づく更生手続開始の

申立てがなされていない者であること。ただし、民事再生法の規定に基づく再

生手続開始の申立て又は会社更生法の規定に基づく更生手続開始の申立てがな

された者であっても、民事再生法の規定に基づく再生計画認可の決定又は会社

更生法の規定に基づく更生計画認可の決定を受けた者については、当該再生手

続開始又は更生手続開始の申立てがなされなかったものとみなす。 

⑥ 構成員全ての代表者又は役員等が、八代市契約等からの暴力団排除措置に関す

る要綱（平成 20年八代市告示第 103号）別表に掲げる措置要件のいずれにも

該当しないこと。 

⑦ 構成員全てが、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和 22年

法律第 54号）第３条又は第８条第１号の規定に違反するとして、公正取引委

員会から排除措置命令又は課徴金納付命令を受け、同委員会から告発され、又

は逮捕され、若しくは逮捕を経ないで公訴を提起されていない者であること。 

⑧ 構成員全ての役員又は使用人等が刑法（明治 40年法律第 45号）第 96条の６

又は第 198条に違反する容疑により、逮捕され、又は逮捕を経ないで公訴を提

起されていないこと。 

⑨ 構成員のうち１者以上が、国若しくは地方公共団体又は民間において、建築物

における衛生的環境の確保に関する法律（昭和 45年法律第 20号）に規定する

建築物環境衛生管理技術者の設置（選任）が必要な建築物の管理を主体とする

業務（平成 31年４月以降に履行を開始した業務に限る。）の受託実績があるこ

と。 

⑩ 構成員数の３分の１以上は、本市内に本社、支店又は営業所を有する者である

こと。 

⑪ 構成員は、共同企業体の代表構成員となる事業者を決め、代表構成員は、全体

の意思決定、管理運営等に全ての責任を持つこと。 

⑫ 共同企業体の構成員が、他の共同企業体の構成員として、本公募型プロポーザ

ルに参加していないこと。 

(2) 業務の再委託 

 業務の一部を再委託しようとする場合には、本市の承諾を受けなければなら

ない。なお、委託業務の全部又は主たる部分を再委託してはならない。 

(3) 秘密保持義務 

 業務に従事している者は、業務に際して知り得た秘密を他に漏らし、又は自
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己の利益のために利用してはならない。また、本業務が終了した後においても

同様とする。 

(4) 個人情報の保護 

 個人情報を適切に管理・保護するために必要な措置を講じること。 

 

5. 実施スケジュール 

本公募型プロポーザルの実施スケジュール（予定）は以下のとおりとする。 

① 公募開始（八代市ホームページに掲載） 令和 6年 7月３日（水） 

② 参加申込書・質疑書の受付開始 令和 6年 7月３日（水） 

③ 質疑書の提出期限 令和 6年 7月 17日（水） 

④ 質疑書の回答 令和 6年 7月 31日（水） 

⑤ 参加申込書の提出期限 令和 6年 8月 14日（水） 

⑥ 企画提案書又は辞退届の提出期限 令和 6年 8月 28日（水） 

⑦ １次審査 

※参加申込者が４者以上の場合 

令和 6年 8月下旬 

⑧ プレゼンテーション日時通知 令和 6年 8月 30日（金） 

⑨ 選定委員会（プレゼンテーション） 令和 6年 9月 11日（水） 

⑩ 審査結果通知 令和 6年 9月中旬 

⑪ 契約締結 令和 6年 9月下旬 

 

6. 公募方法 

 八代市ホームページで募集要領を公開して募集する。公募期間は、令和 6年 7

月 3日（水）から令和 6年 8月 14日（水）17時までとする。 

 

7. 参加申込み・企画提案に関する質問 

 参加申込み・企画提案に関して質問がある場合は、以下のとおり問い合わせす

ること。 

(1) 提出期間 

 令和 6年 7月 3日（水）から令和 6年 7月 17日（水）17時必着 

(2) 質問方法 

 質疑書（様式第９号）を電子メールで送信することとする。 なお、メールの

件名は「八代市本庁舎総合管理業務委託公募型プロポーザルに関する質問につ

いて（事業者名）」とし、必ず電話で送信確認を行うこと。 

(3) 送信先  

 八代市財務部財産経営課 E-mail：keiei@city.yatsushiro.lg.jp 

(4) 回答方法 

 回答については、八代市ホームページにおいて公開するものとする。なお、

回答の公表日は次のとおりとする。 

 令和 6年 7月 31日（水） 

file://///FS5/sections/財務部・財産経営共有/02%20市庁舎管理運営事業/100_庁舎管理プロポ/01.本業務/■募集要領・仕様書等/１．実施要領/keiei@city.yatsushiro.lg.jp
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8. 参加申込み 

 本公募型プロポーザルに参加しようとする者は、八代市ホームページに掲載す

る参加申込書等を本要領「15」に記載する事務局に提出すること。 

 なお、期限までに参加申込書等を提出しない者、又は参加資格要件を欠くと認

められる者は、本公募型プロポーザルに参加することができない。 

(1) 提出期間 

 令和 6年 7月 3日（水）から令和 6年 8月 14日（水）17時必着 

(2) 受付時間  

 平日開庁日の 9時から 17時必着 

(3) 提出書類 

① 参加申込書（様式第１号） 

• 当該様式に押印する印鑑は、八代市への届出印（令和 6・7年度競争入札参加

資格「物件・役務等」における使用印をいう。以下同じ。）又は実印とする。 

• 誓約書（添付様式１）を添付すること。 

• 共同企業体届出書兼委任状（添付様式２）及び共同企業体協定書（任意様

式）の写しを添付すること。 

② 同種業務の受託実績調書（様式第２号）及び契約履行実績が確認できる書類 

• 本要領「４.（１）⑨」に規定する平成 31年 4月以降に履行を開始した、国

若しくは地方公共団体又は民間において建築物環境衛生管理技術者の設置

（選任）が必要な建築物の管理を主体とする業務受託実績について５件以内

で記載すること。 

• 本様式により、本要領「４.（１）⑨」に規定する資格要件の確認及び別紙

「八代市本庁舎総合管理業務委託公募型プロポーザル評価基準表」に規定す

る同種業務の実績について審査をする。なお、国、地方公共団体その他公法

人又は公益法人から、延床面積が 20,000㎡以上の規模を有する同用途施設の

建物総合管理業務を元請として受託した実績については、審査の加点対象と

する。 

• 記載した業務実績の全ての契約書の写し（又は発注者が作成した契約履行証

明書）、受託業務仕様書を添付すること。 

③ 建築物における衛生的環境の確保に関する法律第 12条の２第１項第８号の規

定による建築物環境衛生総合管理業の登録証の写し 

(4) 提出部数 

 正本１部（八代市への届出印又は実印を押印したもの） 

(5) 提出方法 

 持参又は郵送（郵送の場合は、書留郵便に限る。） 

(6) 提出場所 

 本要領「15」に記載する事務局 

(7) その他 

① 提出書類に虚偽の記載があった場合は失格とする。 
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② 提出書類受付後、市は補足資料等の提出を求めることができるものとする。 

 

9. 企画提案書等の提出 

 本公募型プロポーザルに参加する者は、期限までに本要領に規定する書類を提

出し、指定日時のプレゼンテーションに参加するものとする。 

(1) 提出期間 

令和 6年 7月 3日（水）から令和 6年 8月 28日（水）17時必着 

※提出が可能となるのは、参加申込書（様式第１号）の提出以降とする。 

(2) 受付時間 

平日開庁日の 9時から 17時必着 

(3) 提出書類 

① 企画提案書表紙（様式第３号） 

当該様式に押印する印鑑は、八代市への届出印又は実印とする。 

② 企画提案書（任意様式） 

企画提案は、１者１提案とする。 

③ 価格提案書（様式第４号） 

④ 積算内訳書（任意様式） 

内訳の項目は、「建築保全業務積算基準（国土交通省大臣官房官庁営繕部）」

の最新版を参考に作成すること。 

⑤ 直近３事業年度決算状況書（様式第７号） 

⑥ 直近３事業年度の決算書（貸借対照表、損益計算書）の写し 

⑦ USBメモリ又は CD-R （①～⑥を PDF形式で保存したもの） 

(4) 提出部数 

① 正本１部（八代市への届出印又は実印を押印したもの） 

※（３）提出書類の①～⑥の順にインデックスを付け、Ａ４フラットファイル

に綴じて提出すること。 

② 副本（写し）６部 

（副本には提案者が特定できないよう社名・社印・ロゴマーク等にマスキング

処理を施すこと） 

③ USBメモリ又は CD-R １枚 

(5) 提出方法 

持参又は郵送（郵送の場合は、書留郵便に限る。） 

(6) 提出場所 

本要領「15」に記載する事務局 

(7) 企画提案書の作成について 

① 別紙「八代市本庁舎総合管理業務委託公募型プロポーザル評価基準表」の各審

査項目、業務仕様書及びそれに付随する資料等に基づき企画提案書を作成する

こと。 

② 用紙のサイズは、Ａ４判とする。やむを得ず、Ａ３判で作成する場合は、片面

印刷でＡ４判に折り込みすること。 
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③ 文字のサイズは 12ポイント程度で見やすいレイアウトとし、枚数は表紙を別

とし、１画面を 1頁として片面印刷 40頁以内とすること。Ａ３判はＡ４判の 2

枚分とみなす。 

④ 企画提案書は、専門用語や略語等の使用を極力控え、簡潔平易な記述とするこ

と。 

⑤ 企画提案書のページ下部に通しページ番号を付すこと。また、企画提案書の綴

りの順序は、別紙「八代市本庁舎総合管理業務委託公募型プロポーザル評価基

準表」の審査項目の順に沿って容易に採点できるように作成すること。 

⑥ 作成された企画提案書の成果物の著作権は八代市に帰属するものとする。 

⑦ 企画提案書の提出後、市は補足資料等の提出を求めることができるものとす

る。 

⑧ 企画提案書に虚偽の記載をした場合には、それを無効とし提案者を失格とす

る。 

(8) 価格提案書（様式第４号）の作成について 

① 本要領「２．（４）」に記載する金額を上限とする。 

② その他注意事項については、価格提案書（様式第４号）に記載の注意事項によ

り確認すること。 

(9) 参考資料の貸与 

① 参考資料内容 

完成図面、機器仕様書等 

② 貸与方法 

 参考資料は CD-Rを貸与する方法で行い、令和 6年 7月 3日（水）から申請

を受け付ける。借用を希望する場合は、八代市財務部財産経営課に電話で連絡

のうえ、借用希望日時の予約をすること。 

 貸与は借用書（様式第 10号）により行うので、必要事項を記載のうえ持参

すること。なお、各資料は本公募型プロポーザルの目的以外での閲覧・利用を

禁止する。 

※借用書（様式第 10号）は原則として持参することとするが、郵送（簡易書

留等に限る。）による方法に替えることができる。提出時には必ず本市へ事前

確認すること。 

③ 返却方法 

 貸与した CD-Rは、プレゼンテーション実施日に本市へ返却すること。 

 なお、参加資格審査の結果、参加資格要件を欠くと判断された者及び本要領

「12.（１）」の１次審査を実施した場合において上位３者に選定されなかった

者は、直ちに郵送又は持参により本市へ返却すること。 

※貸与した CD-Rから保存した内容については、全て消去し、著作権等を侵害

しないこと。 

 

10. 参加の辞退 

 本公募型プロポーザルにおける参加申込書（様式第１号）の提出後、参加を辞
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退する場合は以下のとおりとする。 

(1) 受付期間  

参加申込後から令和 6年 8月 28日（水）17時必着 

(2) 受付時間 

平日開庁日の 9時から 17時まで 

(3) 提出書類 

辞退届（様式第８号） 

(4) 提出部数 

正本１部（八代市への届出印又は実印を押印したもの） 

(5) 提出方法 

持参又は郵送（郵送の場合は、書留郵便に限る。） 

(6) 提出場所 

本要領「15」に記載する事務局 

 

11. プレゼンテーション日時の通知 

参加申込者のプレゼンテーション日時について、次のとおり通知する。 

(1) 通知日 

令和 6年 8月 30日（金） 

(2) 通知方法 

参加申込書（様式第１号）の担当者連絡先欄に記載されたメールアドレスへ通

知し、その後、当該提案者へ通知書を郵送するものとする。 

 

12. 企画提案書及びプレゼンテーションの審査 

(1) 審査基準 

別紙「八代市本庁舎総合管理業務委託公募型プロポーザル評価基準表」のとお

りとする。 

(2) １次審査（書類審査） 

① 参加資格を有する参加申込者が４者以上の場合は、あらかじめ提出書類による

１次審査を事務局で行い、上位３者を選定する。なお、１次審査の評価点は、

２次審査には持ち越さない。 

② 参加資格を有する参加申込者が３者以下の場合は、１次審査は行わず企画提案

書の審査は２次審査において行う。 

③ １次審査の結果や実施の有無については、電子メールにより通知する。なお、

審査の経緯及びその内容に関しての質問や異議は一切受け付けない。 

(3) ２次審査（書類審査及びプレゼンテーション） 

① 審査方法 

• この審査は、参加資格を有する全参加申込者について実施する。ただし、１

次審査を実施した場合においては、当該審査により選定した上位３者につい

て実施する。 

• 審査は、選定委員会において企画提案書の内容及び提案プレゼンテーション
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で行い、最高点を得た者を契約候補者として決定する。ただし、評価点の合

計が、満点の６割に満たない場合は、契約候補者として認めないものとす

る。 

• 最高点の者が２者以上となった場合は、価格提案書に記載した金額が低い者

を契約候補者とし、価格提案書に記載した金額も同額の場合は、プロポーザ

ル執行業務に関係のない職員にくじを引かせ、契約候補者を決定する。 

• 契約候補者が参加資格要件を有しなくなった場合又は辞退した場合は、最低

基準点以上の者で、評価点の合計が次点の者を契約候補者とする。 

• 提案者が１者のみの場合であっても、提案内容の審査を行い、選定の可否を

決定する。この場合において、評価点の合計が、満点の６割に満たないとき

は契約候補者として認めないものとする。 

② プレゼンテーション 

ア 実施日時 

9月 11日（水）に実施するものとし、時間は提案者に対し別途通知する。 

※プレゼンテーションの順番は、市が参加申込書（様式第１号）を受理した

順番とする。 

イ 実施場所 

八代市役所 ３階 入札室 

ウ 実施方法 

 プレゼンテーションにおける提案時間は 20分以内とし、提出した企画提

案書の内容に基づき簡潔に説明すること。その後、15分程度の質疑応答を

行う。 

※入退場準備の時間は 10分以内とすること。 

エ 結果通知 

 審査結果は提案者全員に書面で通知するとともに、八代市ホームページに

掲載する。なお、審査の経緯及びその内容に関しての質問や異議は一切受け

付けない。 

オ その他 

• プレゼンテーションへの出席者は５名までとし、業務に配置予定の統括責任

者を含むものとする。 

• 他の提案者のプレゼンテーションは傍聴できない。 

• プレゼンテーション開始時刻に遅刻した場合、又は不参加の場合は失格扱い

とする。 

• プレゼンテーション実施に際して必要な物（パソコン・接続ケーブル等）は

提案者が用意すること。ただし、電源タップ、大型モニター又はプロジェク

ター・スクリーンについては本市で用意する。 

• 大型モニター等を使用したプレゼンテーションを実施予定の者は、その旨を

市に事前報告することとする。また、パソコン接続の不具合に備え、スライ

ド内容を保存した USBメモリ等の記録媒体を用意しておくこと。 

• プレゼンテーション当日の追加資料の配付や事前に提出済みの企画提案書等
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の差替えは認めない。 

 

13. 契約 

① 本要領「12」により選定された契約候補者と業務内容、契約金額及び企画提案

内容による仕様等について協議し、協議が調ったときは契約を締結する。 

② ①の協議が調わない場合は、評価点の合計が次点の者を契約候補者として順に

同様の協議を行う。 

③ 契約金額は、提案価格以内とする。 

④ 契約の締結に際しては、企画提案の詳細について別途協議・調整の上、企画提

案の内容を一部変更して契約することがある。 

⑤ 契約保証金は免除とする。 

⑥ 契約締結後において、本要領「４．（１）」 を満たさなくなった場合や、虚偽

の記載等不正と認められる行為があった場合は、契約の解除ができるものとす

る。 

⑦ 契約締結後において、仕様書、現場等についての不明を理由として異議を申し

立てることはできない。 

⑧ この契約は、地方自治法第２３４条の３の規定による長期継続契約であるた

め、本契約締結日の属する年度の翌年以降において、委託者の予算の増減額又

は削除があったときは、契約を変更又は解除することができるものとする。 

 

14. その他 

① 提出書類の作成等に要する費用は提案者の負担とする。 

② 提出を受けた書類等の返却は行わない。 

③ 市は、本公募型プロポーザル実施に当たり知り得た情報を、提案者に無断で本

業務の目的以外に使用し、又は第三者に提供しない。 

④ 次のいずれかに該当する場合は、失格とする。 

• 本要領「４．（１）」 を満たさなくなった場合 

• 関係法令等に違反した場合 

• 提出すべき各書類が期限までに提出されなかった場合 

• 提出書類に虚偽の記載があった場合 

• 選定委員に対し、審査の公平性に影響を与える接触を行った場合 

• 本要領及び仕様書の記載事項を遵守しない場合 

• その他、八代市が本公募型プロポーザルに参加することが不適当と認めた場合 

⑤ 本要領に定めのない事項については、地方自治法及び地方自治法施行令の定め

るところによる。 

⑥ 天災その他やむを得ない理由等により、本公募型プロポーザルを実施すること

ができないと認められる場合は、本公募型プロポーザルを停止し、又は中止す

ることがある。 

⑦ 共同事業体の代表構成員及び構成員を変更することはできない。 
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15. 事務局 

• 〒866-8601 八代市松江城町１－25 

• 八代市財務部財産経営課 

• Tel ：0965-33-5837（直通） 

• E-mail ：keiei@city.yatsushiro.lg.jp 
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